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「上場会社における不祥事予防のプリンシプル」について 

〜企業価値の毀損を防ぐために〜 
 

今回は原則2 「使命感に裏付けられた職責の全う」です。ご確認をお願いします。 
 
［原則２］ 使命感に裏付けられた職責の全う 
経営陣は、コンプライアンスにコミットし、その旨を継続的に発信し、コンプライアンス違反を誘発させないよう事
業実態に即した経営目標の設定や業務遂⾏を⾏う。監査機関及び監督機関は、⾃⾝が担う牽制機能の
重要性を常に意識し、必要⼗分な情報収集と客観的な分析・評価に基づき、積極的に⾏動する。 

これらが着実に実現するよう、適切な組織設計とリソース配分に配意する。 
 

（解説） 
2-1 コンプライアンスに対する経営陣のコミットメントを明確化し、それを継続的に社内に発信することなど様々

な手段により全社に浸透させることが重要となる。 
コンプライアンスへのコミットメントの一環として経営陣は、社員によるコンプライアンスの実践を積極的に評
価し、一方でコンプライアンス違反発覚時には、経営陣を含め責任の所在を明確化し的確に対処する。
実⼒とかけ離れた利益目標の設定や現場の実態を無視した品質基準・納期等の設定は、コンプライア
ンス違反を誘発する。 
 

2-2 監査機関である監査役・監査役会・監査委員会・監査等委員会と内部監査部門、及び監督機関で
ある取締役会や指名委員会等が実効性を持ってその機能を発揮するためには、必要⼗分な情報収集
と社会目線を踏まえた客観的な分析・評価が不可⽋であり、その実務運⽤を⽀援する体制の構築にも
配意が必要である。また、監査・監督する側とされる側との間の利益相反を的確にマネジメントし、例え
ば、実質的な「⾃⼰監査」となるような状況を招かないよう留意する。 
監査・監督機関は、不祥事発⽣につながる要因がないかを能動的に調査し、コンプライアンス違反の予
兆があれば、使命感を持って対処する。 
監査・監督機関の牽制機能には、平時の取組みはもちろんのこと、必要な場合に経営陣の適格性を判
断する適切な選任・解任プロセスも含まれる。 
 
 
 



 
 

（不祥事につながった経営陣に係る問題事例） 
・ 経営トップが事業の実⼒とかけ離れた短期的目線の利益目標を設定し、その達成を最優先課題としたこ 

とで、役職員に「コンプライアンス違反をしてでも目標達成をすべき」との意識が⽣まれ、粉飾決算を誘発 
・ 経営陣や現場マネジメントが製造現場の実態にそぐわない納期を一方的に設定した結果、現場がこれに

縛られ、品質コンプライアンス違反を誘発 
 
（不祥事につながった監査・監督機関に係る問題事例） 
・ 元財務責任者（CFO）が監査担当部門（監査委員）となり、⾃⾝が関与した会計期間を監査するこ

とで、実質的な「⾃⼰監査」を招き、監査の実効性を阻害 
・ 指名委員会等設置会社に移⾏するも、選解任プロセスにおいて経営トップの適格性を的確に 

評価・対処できないなど、取締役会、指名委員会、監査委員会等の牽制機能が形骸化 
 
（不祥事につながった組織設計・リソース配分に係る問題事例） 
・ 製造部門と品質保証部門で同一の責任者を置いた結果、製造部門の業績評価が品質維持より 

も重視され、品質保証機能の実効性を毀損 
・ 品質保証部門を実務上⽀援するために必要となるリソース（⼈員・システム）が不⾜  


